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をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

② 大臣基準告示第９号イ（2）の基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数

をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

③ ①及び②に規定する実利用者数は、前６月間において、当該事業所が提供する訪問看護を

２回以上利用した者又は当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１として

数えること。そのため、①及び②に規定する割合の算出において、利用者には、当該指定訪

問看護事業所を現に利用していない者も含むことに留意すること。 

④ （略） 

⑤ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、医療機関との連携のもと、看護職員の出向や

研修派遣などの相互人材交流を通じて在宅療養支援能力の向上を支援し、地域の訪問看護人

材の確保・育成に寄与する取り組みを実施していることが望ましい。 

⑥ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、大臣基準告示第９号イ（1）若しくはイ（2）

の割合及びイ（3）若しくはロ（2）の人数について、継続的に所定の基準を維持しなければ

ならない。なお、その割合及び人数については、台帳等により毎月記録するものとし、所定

の基準を下回った場合については、直ちに第一の５に規定する届出を提出しなければならな

いこと。 

⑦ 看護体制強化加算は、訪問看護事業所の利用者によって（Ⅰ）又は（Ⅱ）を選択的に算定

することができないものであり、当該訪問看護事業所においていずれか一方のみを選択し、

届出を行うこと。 

（25）  （略） 

５ 訪問リハビリテーション費 

（１） 算定の基準について 

① 指定訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っている当該指定訪問リハ

ビリテーション事業所の医師の指示の下で実施するとともに、当該医師の診療の日から３月

以内に行われた場合に算定する。 

 

また、例外として、指定訪問リハビリテーション事業所の医師がやむを得ず診療できない

場合には、別の医療機関の計画的な医学的管理を行っている医師から情報提供（指定訪問リ

ハビリテーションの必要性や利用者の心身機能や活動等に係るアセスメント情報等）を受け、

当該情報提供を踏まえて、当該リハビリテーション計画を作成し、指定訪問リハビリテーシ

ョンを実施した場合には、情報提供を行った別の医療機関の医師による当該情報提供の基礎

となる診療の日から３月以内に行われた場合に算定する。 

この場合、少なくとも３月に１回は、指定訪問リハビリテーション事業所の医師は、当該

に掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

② 大臣基準告示第９号ロの基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数をイ

に掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割合を算出すること。 

  ア・イ （略） 

③ ①及び②に規定する実利用者数は、前３月間において、当該事業所が提供する訪問看護を

２回以上利用した者又は当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１として

数えること。そのため、①及び②に規定する割合の算出において、利用者には、当該指定訪

問看護事業所を現に利用していない者も含むことに留意すること。 

④ （略） 

（新設） 

 

 

⑤ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、大臣基準告示第９号イ、ロの割合及びハの人

数について、継続的に所定の基準を維持しなければならない。なお、その割合及び人数につ

いては、台帳等により毎月記録するものとし、所定の基準を下回った場合については、直ち

に第一の５に規定する届出を提出しなければならないこと。 

 

（新設） 

 

 

（24）  （略） 

５ 訪問リハビリテーション費 

（１） 算定の基準について 

① 訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っている医師の指示の下、実施する

こと。 

訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っている医師の診療の日から３月以

内に行われた場合に算定する。 

また、別の医療機関の計画的な医学的管理を行っている医師から情報提供（リハビリテー

ションの指示等）を受けて、訪問リハビリテーションを実施した場合には、情報提供を行っ

た医療機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から３月以内に行われた場合に

算定する。 

 

 

この場合、少なくとも３月に１回は、訪問リハビリテーション事業所は当該情報提供を行

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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情報提供を行った別の医療機関の医師に対して訪問リハビリテーション計画等について情報

提供を行う。 

② 指定訪問リハビリテーションは、指定訪問リハビリテーション事業所の医師の診療に基づ

き、訪問リハビリテーション計画を作成し、実施することが原則であるが、医療保険の脳血

管疾患等リハビリテーション料、廃用症候群リハビリテーション料又は運動器リハビリテー

ション料を算定すべきリハビリテーションを受けていた患者が、介護保険の指定訪問リハビ

リテーションへ移行する際に、「リハビリテーションマネジメント加算等に関する基本的な

考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様式例の提示について」（平

成 30 年３月 22日老老発 0322 第２号）の別紙様式２－１をもって、保険医療機関から当該事

業所が情報提供を受け、当該事業所の医師が利用者を診療するとともに、別紙様式２－１に

記載された内容について確認し、指定訪問リハビリテーションの提供を開始しても差し支え

ないと判断した場合には、例外として、別紙様式２－１をリハビリテーション計画書とみな

して訪問リハビリテーション費の算定を開始してもよいこととする。 

  なお、その場合であっても、算定開始の日が属する月から起算して３月以内に、当該事業

所の医師の診療に基づいて、次回の訪問リハビリテーション計画を作成する。 

③ 指定訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者の看護に当たる者に対して

１回当たり 20 分以上指導を行った場合に、１週に６回を限度として算定する。 

④ 指定訪問リハビリテーション事業所が介護老人保健施設又は介護医療院である場合にあっ

て、医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問し

て指定訪問リハビリテーションを行った場合には、訪問する理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人保健施設又は介護医療院の人員基準の算定に含めな

いこととする。なお、介護老人保健施設又は介護医療院による指定訪問リハビリテーション

の実施にあたっては、介護老人保健施設又は介護医療院において、施設サービスに支障のな

いよう留意する。 

⑤ （略） 

⑥ 利用者が指定訪問リハビリテーション事業所である医療機関を受診した日又は訪問診療若

しくは往診を受けた日に、訪問リハビリテーション計画の作成に必要な医師の診療が行われ

た場合には、当該複数の診療等と時間を別にして行われていることを記録上明確にする。 

（２） 指定訪問リハビリテーション事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若し

くは指定訪問リハビリテーション事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（15）を参照されたい。 

（３） 「通院が困難な利用者」について 

訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされている

が、指定通所リハビリテーションのみでは、家屋内におけるＡＤＬの自立が困難である場合

の家屋状況の確認を含めた指定訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメントの結

った医師に対して訪問リハビリテーション計画について医師による情報提供を行う。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者の看護に当たる者に対して１回

当たり 20分以上指導を行った場合に、１週に６回を限度として算定する。 

③ 事業所が介護老人保健施設である場合にあって、医師の指示を受けた理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問して訪問リハビリテーションを行った場合には、

訪問する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人保健施設の

人員基準の算定に含めないこととする。なお、介護老人保健施設による訪問リハビリテーシ

ョンの実施にあたっては、介護老人保健施設において、施設サービスに支障のないよう留意

する。 

 

④ （略） 

（新設） 

 

 

 （２） 指定訪問リハビリテーション事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に居

住する利用者に対する取扱い 

訪問介護と同様であるので、２（11）を参照されたい。 

（３） 「通院が困難な利用者」について 

訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされているが、

通所リハビリテーションのみでは、家屋内におけるＡＤＬの自立が困難である場合の家屋状況

の確認を含めた訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメントの結果、必要と判断さ

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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果、必要と判断された場合は訪問リハビリテーション費を算定できるものである。「通院が

困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通所系サ

ービスを優先すべきということである。 

（４） 特別地域訪問リハビリテーション加算について 

訪問介護と同様であるので、２（16）を参照されたい。 

（５） 注４の取扱い 

   訪問介護と同様であるので、２（17）を参照されたい。 

（６） 注５の取扱い 

   訪問介護と同様であるので、２（18）を参照されたい。  

（７） 短期集中リハビリテーション実施加算について 

 ①～③ （略） 

（８） リハビリテーションマネジメント加算について 

 ①～③ （略） 

④ 指定訪問リハビリテーション事業所の医師が利用者に対して３月以上の指定訪問リハビリ

テーションの継続利用が必要と判断する場合には、リハビリテーション計画書の特記事項欄

に指定訪問リハビリテーションの継続利用が必要な理由、指定通所リハビリテーションその

他の指定居宅サービスの併用や移行の見通しを記載すること。 

⑤ リハビリテーション会議の構成員である医師の当該会議への出席については、テレビ電話

等情報通信機器を使用してもよいこととする。なお、テレビ電話等情報通信機器を使用する

場合には、当該会議の議事に支障のないように留意すること。 

⑥ 大臣基準告示第 12号ニ（２）のデータの提出については、厚生労働省が実施する「通所・

訪問リハビリテーションの質の評価データ収集等事業（Monitoring and evaluation of the 

rehabilitation services in long-term care）」（以下、「VISIT」という。）に参加し、

当該事業で活用しているシステムを用いて、リハビリテーションマネジメントで活用される

リハビリテーション計画書等のデータを提出することを評価したものである。 

当該事業への参加方法や提出するデータについては「リハビリテーションマネジメント加

算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様式例

の提示について」（平成 30 年３月 22日老老発 0322 第２号）を参照されたい。 

（９）  急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要がある旨の特別の

指示を行った場合の取扱い 

注８の「急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要がある旨の

特別の指示を行った場合」とは、保険医療機関の医師が、診療に基づき、利用者の急性増悪

等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要性を認め、計画的な医学的管理

の下に、在宅で療養を行っている利用者であって通院が困難なものに対して、訪問リハビリ

テーションを行う旨の指示を行った場合をいう。この場合は、その特別の指示の日から 14日

れた場合は訪問リハビリテーション費を算定できるものである。「通院が困難な利用者」の趣

旨は、通院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通所系サービスを優先すべきと

いうことである。 

（新設） 

 

   （新設） 

 

（４） 注３について 

訪問介護と同様であるので、２（16）を参照されたい。 

（５） 短期集中リハビリテーション実施加算について 

 ①～③ （略） 

（６） リハビリテーションマネジメント加算について 

 ①～③ （略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 （７） 頻回のリハビリテーションを行う必要がある旨の特別の指示を行った場合の取扱い 

 

注６の「急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要がある旨の特

別の指示を行った場合」とは、保険医療機関の医師が、診療に基づき、利用者の急性増悪等に

より一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要性を認め、計画的な医学的管理の下に、

在宅で療養を行っている利用者であって通院が困難なものに対して、訪問リハビリテーション

を行う旨の指示を行った場合をいう。この場合は、その特別の指示の日から 14 日間を限度とし

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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間を限度として医療保険の給付対象となるため、訪問リハビリテーション費は算定しない。 

（10） 注 10 の取扱いについて 

   訪問リハビリテーション計画は、原則、当該指定訪問リハビリテーション事業所の医師の

診療に基づき、当該医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が共同して作成するも

のである。 

注 10 は、指定訪問リハビリテーション事業所とは別の医療機関の医師による計画的な医学

的管理を受けている利用者であって、当該事業所の医師がやむを得ず診療できない場合に、

別の医療機関の医師からの情報をもとに、当該事業所の医師及び理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士が訪問リハビリテーション計画を作成し、当該事業所の医師の指示に基づき、

当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問リハビリテーションを実施

した場合について、例外として基本報酬に 20 単位を減じたもので評価したものである。 

「当該利用者に関する情報の提供」とは、別の医療機関の計画的に医学的管理を行ってい

る医師から指定訪問リハビリテーション事業所の医師が、「リハビリテーションマネジメン

ト加算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様

式例の提示について」（平成 30 年３月 22 日老老発 0322 第２号）の別紙様式２－１のうち、

本人の希望、家族の希望、健康状態・経過、心身機能・構造、活動（基本動作、移動能力、

認知機能等）、活動（ＡＤＬ）、リハビリテーションの目標、リハビリテーション実施上の

留意点等について、当該指定訪問リハビリテーション事業所の医師が十分に記載できる情報

の提供を受けていることをいう。 

（11） 社会参加支援加算について 

 ①～③ （略） 

 ④ 平均利用月数については、以下の式により計算すること。 

  イ～ハ （略） 

ニ イ（ⅱ）における新規利用者数とは、当該評価対象期間に新たに当該事業所の提供する

指定訪問リハビリテーションを利用した者の数をいう。また、当該事業所の利用を終了後、

12 月以上の期間を空けて、当該事業所を再度利用した者については、新規利用者として取

り扱うこと。 

ホ イ（ⅱ）における新規終了者数とは、評価対象期間に当該事業所の提供する指定訪問リ

ハビリテーションの利用を終了した者の数をいう。 

 ⑤ 「３月以上継続する見込みであること」の確認に当たっては、指定訪問リハビリテーショ

ン事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、指定訪問リハビリテーション終了者

の居宅を訪問し、リハビリテーション計画書のアセスメント項目を活用しながら、リハビリ

テーションの提供を終了した時と比較して、ＡＤＬ及びＩＡＤＬが維持又は改善しているこ

とを確認すること。 

   なお、利用者の居宅への訪問が困難である場合、当該利用者の介護支援専門員に対して、

て医療保険の給付対象となるため、訪問リハビリテーション費は算定しない。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 社会参加支援加算について 

 ①～③ （略） 

 ④ 平均利用月数については、以下の式により計算すること。 

  イ～ハ （略） 

ニ イ（ⅱ）における新規利用者数とは、当該評価対象期間に新たに当該事業所の提供する

訪問リハビリテーションを利用した者の数をいう。また、当該事業所の利用を終了後、12

月以上の期間を空けて、当該事業所を再度利用した者については、新規利用者として取り

扱うこと。 

ホ イ（ⅱ）における新規終了者数とは、評価対象期間に当該事業所の提供する訪問リハビ

リテーションの利用を終了した者の数をいう。 

 ⑤ 「３月以上継続する見込みであること」の確認に当たっては、指定訪問リハビリテーショ

ン事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、訪問リハビリテーション終了者の居

宅を訪問し、訪問リハビリテーション計画書のアセスメント項目を活用しながら、リハビリ

テーションの提供を終了した時と比較して、ＡＤＬ及びＩＡＤＬが維持又は改善しているこ

とを確認すること。 

   なお、利用者の居宅への訪問が困難である場合、当該利用者の介護支援専門員に対して、

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に
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居宅サービス計画の提供を依頼し、社会参加等に資する取組の実施状況を確認するとともに、

電話等を用いて、前記と同様の内容を確認すること。 

 ⑥ 「３月以上継続する見込みであること」の確認に当たって得られた情報については、リハ

ビリテーション計画書等に記録すること。 

（12） サービス提供体制強化加算について 

① 訪問看護と同様であるので、４（25）②及び③を参照のこと。 

② （略） 

（13） （略） 

６ 居宅療養管理指導費 

（１） 単一建物居住者の人数について 

居宅療養管理指導の利用者が居住する建築物に居住する者のうち、同一月の利用者数を「単

一建物居住者の人数」という。 

単一建物居住者の人数は、同一月における以下の利用者の人数をいう。 

ア 養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、マン

ションなどの集合住宅等に入居又は入所している利用者 

イ 小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限る。）、認知症対応型共同生活介護、複合型

サービス（宿泊サービスに限る。）、介護予防小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限

る。）、介護予防認知症対応型共同生活介護などのサービスを受けている利用者 

ただし、ユニット数が３以下の認知症対応型共同生活介護事業所については、それぞれのユ

ニットにおいて、居宅療養管理指導費を算定する人数を、単一建物居住者の人数とみなすこと

ができる。また、１つの居宅に居宅療養管理指導費の対象となる同居する同一世帯の利用者が

２人以上いる場合の居宅療養管理指導費は、利用者ごとに「単一建物居住者が１人の場合」を

算定する。さらに、 居宅療養管理指導費について、当該建築物において当該居宅療養管理指

導事業所が居宅療養管理指導を行う利用者数が、当該建築物の戸数の 10％以下の場合又は当該

建築物の戸数が 20 戸未満であって、当該居宅療養管理指導事業所が居宅療養管理指導を行う利

用者が２人以下の場合には、それぞれ「単一建物居住者が１人の場合」を算定する。 

（２） 医師・歯科医師の居宅療養管理指導について 

① 算定内容 

主治の医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、計画的かつ継続的な医学的

管理又は歯科医学的管理に基づき、介護支援専門員（指定居宅介護支援事業者により指定居

宅介護支援を受けている居宅要介護被保険者については居宅サービス計画（以下６において

「ケアプラン」という。）を作成している介護支援専門員を、特定施設入居者生活介護、小

規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は看護小規模多機能型居宅介護の利用者にあっては、当該事業所の介護支援専門員をいう。

以下６において「ケアマネジャー」という。）に対するケアプランの作成等に必要な情報提

居宅サービス計画の提供を依頼し、社会参加等に資する取組の実施状況を確認するとともに、

電話等を用いて、前記と同様の内容を確認すること。 

 ⑥ 「３月以上継続する見込みであること」の確認に当たって得られた情報については、訪問

リハビリテーション計画等に記録すること。 

（９） サービス提供体制強化加算について 

① ４（24）②及び③を参照のこと。 

② （略） 

（10） （略） 

６ 居宅療養管理指導費 

（１） 同一建物居住者について 

 

 

同一建物居住者とは、以下の利用者をいう。 

ア 養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、マン

ションなどの集合住宅等に入居又は入所している複数の利用者 

イ 小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限る。）、認知症対応型共同生活介護、複合型

サービス（宿泊サービスに限る。）、介護予防小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限

る。）、介護予防認知症対応型共同生活介護などのサービスを受けている複数の利用者 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 医師・歯科医師の居宅療養管理指導について 

① 算定内容 

主治の医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、計画的かつ継続的な医学的

管理又は歯科医学的管理に基づき、介護支援専門員（指定居宅介護支援事業者により指定居

宅介護支援を受けている居宅要介護被保険者については居宅サービス計画（以下６において

「ケアプラン」という。）を作成している介護支援専門員を、特定施設入居者生活介護、小

規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は看護小規模多機能型居宅介護の利用者にあっては、当該事業所の介護支援専門員をいう。

以下６において「ケアマネジャー」という。）に対するケアプランの作成等に必要な情報提

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 
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